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平成 15 年 5 月 27 日 

内閣府政策統括官 
(経済財政－景気判断･政策分析担当) 

政策効果分析レポートNo.16 
 
 

 

医療・介護・保育等における規制改革の経済効果（要約） 

― 株式会社等の参入に関する検討のための試算 ― 

 

１．問題意識 

 

今後、我が国が急速に少子・高齢化していく中で豊かな国民生活を実現してい

くためには、製造業において安価で多様な商品が生産されることに加えて、医

療、福祉(介護、保育)、教育、農業といった国民生活に直結する分野において、

社会的な公平性及び安全性を確保しつつ、国民に大きな負担を求めることなく

質の高い多様なサービスが提供されることが重要である。 

ところが、これらの分野においてはこれまで安全性を担保するための社会的

規制を含め、「市場の失敗」を補正するための規制が必要であるとされ、本来「市

場の失敗」の補正と同時に達成できるはずの効率的な経営は優先課題とされず、

株式会社のような自由に活動する経営主体の参入等は規制されてきた1。具体的

には以下のような点が挙げられる(図表 1-1)。 

 

① サービスを提供する事業者が経営形態によって限定され、原則的に株式会
社のような自由に活動する経営主体や NPO 法人の参入は認められていない。 

② 参入した事業者についても活動に対して規制があり、その枠内でしか効率
的な経営を追求することが認められていない。 

③ 形式的には新規参入や活動の自由が認められても、補助金や税制上の優遇
措置が与えられるのは非営利法人のような特別な法人形態をもつものに限

られている。結果的に、それ以外の経営形態の法人の活動を排除すること

になっている。 

 

例えば、医療や農業分野では株式会社等による事業自体が禁止ないし制限され

ており、国公立病院を除けば、医師による個人経営か医療法人という特別な形

                                                   
1 第 2次臨時行政改革推進審議会報告書(1988年)においても「経済的規制は原則自由に、
社会的規制は必要最小限に」とされた。 
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態の法人・農業生産法人の要件を満たす法人に事業者が制限されている2。他方、

教育分野では、学校法人に対してのみ学位等の資格の授与権が与えられており、

また私学助成金等の補助が供与されている。さらに、社会福祉法人が経営する

介護施設や保育所に対しては、その施設整備費等について大幅な公的助成が行

なわれている。 

こうした社会的規制分野については、｢官製市場3｣と呼ばれることがあり、そ

の規制の是非やあり方をめぐっては、多くの論点があり、それぞれについて異

なる見方がある。国民にとって重要なのは、これまでのような競争制限政策や

経営形態制限政策が、結果として利用者の利益に結びついているのか、それと

も供給側の利益に沿った生産活動に結びつき、これらの分野において非効率な

活動が維持され、多様なサービス需要への対応が十分でない原因となっている

のか否かである。 

しかしながら、医療、介護、保育、教育、農業の５分野は、これまで規制改

革があまり進展していない分野であり、規制改革の効果についての分析手法も

確立していないことから、検討の前提となる規制改革の経済・雇用拡大効果に

関する実証分析事例が乏しい。分析に利用できるデータ面での制約も大きいが、

これらの分野での規制改革を検討する上では、そうした効果についてある程度

の前提を置きながらでも極力定量的に明らかにしていく必要がある。 

以上を踏まえ、本稿では、社会的な公平性及び安全性の確保の重要性を念頭

におきつつ、規制改革に関する検討に資するため、一定の仮定の下、社会的規

制分野において、既存の事業者も含め多様な経営主体が自由に効率的な経営を

追求できるようにすることを通じて、産業としての効率性を高めながら質の高

い多様なサービスの提供を促すことができるようになった場合の経済効果につ

いて検討することとした。 

ただし、とくに医療、福祉等の分野においては、サービスの質と効率との関

係が問われており、サービスの質を高めると同時に効率を高めることが求めら

れている。しかしながら、現在利用可能なサービスの質を評価する方法論やデ

ータはないに等しい。他方、職員数や施設規模等の投入要素及び経費等につい

ては極めて限定的ではあるが利用可能なデータが存在する。そこで、本稿では、

                                                   
2 医療分野については、「構造改革特区」において、株式会社の参入について、自由診療の
分野という前提で、必要な措置を講ずることとされた。農業分野については、2001年 3月
に一定の要件のもと株式会社形態を取り入れた新たな農業生産法人制度がスタートしたも

のの、一般的な株式会社は参入できない。2003年 4月からは「構造改革特区」において、
限定的ではあるが、農業生産法人以外の法人も農地の賃借による参入が容認された。 
3 運営主体の制限を行うなど公的関与の強い市場及びサービス分野(総合規制改革会議
(2002))のことを指す。具体的な分野としては、医療、福祉(介護、保育)、教育、農業の 5
分野が挙げられている。 
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投入要素の効率性及び経費の面から計量的に分析し問題の所在を明らかにする

こととした(サービスの質に係る分析は、方法論の研究とデータ整備を含め次の

段階の研究課題と考える)。 

以上のように、本稿での試みはデータ面の制約があり分析内容は限られるが、

社会的規制分野における規制改革の経済効果を定量的に捉えるための第一歩と

して意義があると考える。 

なお、今回の分析では利用データの制約もあり、医療及び福祉分野の介護と

保育に焦点を当て分析したが、介護については特別養護老人ホーム、保育につ

いては認可保育所に限定した。各分野の市場規模の合計は名目 GDP の 4.3％であ

る(図表 1-2)。また、計量的な分析に加えて、民間病院、及び認可保育所または

認可外保育所を運営している企業に対してヒアリング調査を実施した4。 

 

 

２．結論 

 

（１）各分野における生産性向上効果及び雇用拡大効果について 

 

医療、福祉等の分野での生産性は、提供するサービスの質と投入コストとの

関係で決定されると考えられる。前述のように、現状ではサービスの質を定量

的に計る的確なデータは利用できないが、投入面の効率性や経費面での効率性

についてはある程度分析することが可能である。その分析結果をみると、サー

ビスを提供している経営主体間に効率性の面で大きな差異がみられる。この差

異が直ちに質の要素を含めた全体としての生産性の差異を表すわけではないが、

差異が大きいという事実は、今後の株式会社等の参入に伴う経済効果を考える

上での出発点とはなり得る。分析結果を要約すると以下の通りである。 

 

① 民間(主として医療法人)病院の生産性は公立病院よりも高いが、経営主
体間の効率性の格差は大きい。全体として生産性を高めて高齢化に伴う

需要増に対応しつつ、質の面で社会的要請に応えられるようにすること

が課題 

                                                   
4 ヒアリング調査及び一部の分析作業については(社)日本経済研究センターが実施した。 
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医療サービスの供給者と病院数 

医療サービス供給者の分類 病院数の変動傾向 

国の医療機関  

公立病院 

（都道府県、市町村の病院）

公的病院 

公的医療機関 

その他 

病院数の変動は小さい

公的と民間

の中間 

社会保険関係団体

の医療機関 

  

医療法人  個人病院からの転換が

多く増加傾向 

個人病院  減少傾向（医療法人へ

の転換が増える傾向）

株式会社 

（大企業により従業員福祉

のために設立され、地域医

療も担っている） 

原則禁止であるため数

は限られている 

病院 

民間病院 

その他 

その他  

診療所   

 

医療サービス分野の生産性は、本来であればサービスの質を表すものと

して健康水準の変化を示す指標を考慮して計るべきであるが、現在のと

ころ厳密に定義され数量化されたデータは利用できない。病院関連のデ

ータについても、一般的に利用できるものは患者数や病院での雇用者数、

病院建物の床面積など限られているが、本分析では、これらのデータを

用いて、確率的フロンティア生産関数を推計し患者数でみた生産性を計

測した。その結果、公立病院、民間病院それぞれにおいて、個々の病院

間で生産性に大きな差異があることが明らかとなった。また、民間病院

の生産性は公立病院よりも 37.9％高いことがわかった。 

公的病院と民間病院の生産性の差異を生み出す要因としては、提供す

るサービスの質の差異が想定される。しかしながら、今回行った病院へ

のヒアリング調査の結果では、医療技術については民間と大差ないとい

う意見が多く指摘された。また、救急患者への対応等、本来公立病院に

期待されている役割が十分果たされていないとの意見や、民間病院との

間での公正な競争条件が整っていないという指摘も少なくなかった。こ

の結果からみると、民間病院と公立病院の間でのサービスの質の差異を

生産性格差が観測される要因と考えることは、一部の公立病院には必ず

しも当てはまらないといえる。つまり生産性向上余地がある公立病院が

あり得ると考えられる。加えて、生産性の高い民間病院が実際に多数存

在することは、当該民間病院が提供しているサービスが患者に選択され

ている結果であるとみることができるが、この点を裏付ける治癒の状況
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や患者の満足度など質的なデータについては今後の整備と開示が求めら

れる。 

以上をふまえると、既存の事業者も含め経営主体が自由に効率的な経

営を追求することができるようになることにより、既存の事業者も含め

て生産性が向上する余地があると考えられる。実際にはそもそも効率性

を高めることが困難な地域や医療分野の存在や、公的病院と民間病院の

本来の役割分担のあり方の問題等を考慮する必要があるが、今、それぞ

れの病院の生産性が民間(主として医療法人)のベストプラクティス病院

並みに向上すると考えると、医療サービス全体で生産性は 20.4％上昇す

る余地があるとみることができる。今後の高齢化の進展を考えれば、生

産性を高めて高齢化に伴う需要増に対応しつつ、質の面で社会的要請に

応えられるようにすることが大きな課題といえる。 

 

② 施設介護分野(特別養護老人ホーム)についても、経営の効率化を実現す
ることによって、潜在需要の顕在化に対応する余地がある 

施設介護分野(特別養護老人ホーム)についても、医療分野で検討したの

と同様、部屋の大きさやサービス水準など介護に係る質的な要素をどう

みるかという問題は残るが、ここでは施設規模と入居者当たりの費用の

面から最適なコスト効率の施設規模を求めた。その結果、規模の最適化

等の経営効率化によってコスト面での効率性が 15.5％上昇するとみるこ

とができる。また、介護保険は在宅重視であり、保険料への影響にも配

慮しながら施設介護と在宅介護との適切なバランスをどう保つかという

政策課題はあるものの、それを別とすれば、需要割当て(待機者)の解消

と経営効率化で価格が低下することに伴う需要の拡大によって雇用が全

体で最大 10.7 万人拡大すると考えられる。この結果からみると、ヘルパ

ー等の供給量の制約が大である中で、経営の効率化を実現することによ

って、需要割当てを解消しつつ、潜在需要の顕在化に対応する余地があ

ると考えられる。 

医療分野と同様、より的確な分析を行うためには、質に関するデータを

含む個別施設ごとのデータが必要であり、今後のデータ整備と開示が求

められる。 

 

③ 民営(主として社会福祉法人)の認可保育所と補助金を得ている認可外保
育所の生産性は公営保育所よりも高いが、経営主体間の格差は大きい。

全体として経営の効率化を実現することによって、潜在需要の顕在化に

対応する余地がある 
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保育サービス分野についても、医療分野で検討したのと同様、児童の発

育支援や入所児童の保護者の子育て支援、地域社会等との連携など、保

育に係る質的な要素をどうみるかという問題があるが、本稿では生産を

利用児童数×開所時間数で捉え、確率的フロンティア生産関数を推計し

た。その結果からみると、民間保育所と公営保育所のそれぞれにおいて

個々の経営主体間での差異が大きいことが明らかになった。民間保育所

の生産性は公営保育所よりも 21.1％高く、それぞれの生産性が民間(主と

して社会福祉法人)のベストプラクティス保育所並みに向上すると考え

ると、公営保育所と民間保育所を合わせた全体で生産性が 33.9％上昇す

るとみることができる5。 

また、待機児童の解消と認可保育所の開所時間延長によって雇用が全

体で最大 26.1 万人拡大すると考えられる。保育所の供給力の拡大が急が

れているが、経営の効率化を実現することによって、需要割当てを解消

しつつ、潜在需要の顕在化に対応する余地はあると考えられる。 

  

 

（２）経済全体の生産性に与える効果について 

 

各分野において生産性が上昇することにより、経済全体の生産性も上昇する。

各分野での生産性が高まることによる経済全体の生産性に与える効果は、各分

野における生産性の上昇の GDP(全要素生産性)に対する寄与度の総和、すなわち、

各分野の生産性の上昇率に当該分野の GDP に占めるウエイトを乗じたものの総

和として計算することができる。各分野の市場規模の合計は名目 GDP の約 4.3％

                                                   
5 内閣府(2003)では、質的要素を考慮した費用効率を分析しているが、その結果では、公
営保育所の費用は民間保育所に比べて 2～3割高いとされている。 

 

保育所の分類体系 

 

            公営保育所 

  認可保育所 

            民営保育所 

                                  民間保育所 

                         補助金あり 

  認可外保育所 

                         補助金なし 
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であり、経済全体の生産性が上昇する余地は GDP の 0.92％となることがわかっ

た。 

 

 

（３）ヒアリング調査について 

 

民間病院、及び認可保育所または認可外保育所を運営している企業に対して行

ったヒアリング調査結果を要約すると以下のとおりである。 

民間病院については、今後の投資分野としては半数以上の病院が「情報化(IT

化)」を挙げ、投資規模は平均２億円台を計画しており、「株式発行」について

は反対が多いものの、資金調達手段の多様化への期待は高いことがわかった。

また、規制改革への希望も強い。 

認可保育所または認可外保育所を運営している企業に対するヒアリング調査

では、認可保育所を運営する場合、現行の社会福祉法人の会計制度の下で企業

も運営するということに対して疑問視する意見が強く、また、認可保育所を運

営する場合、社会福祉法人と企業とでは、施設整備費等に対する補助金の格差

を感じていると回答した企業が大半であった。 

 

これまでみてきたように、今後、我が国が急速に少子・高齢化していく中で豊

かな国民生活を実現していくためには、社会的規制分野においても、社会的な

公平性及び安全性を確保しつつ、国民に大きな負担を求めることなく質の高い

多様なサービスが提供されることが重要である。本稿の分析によれば、効率的

な経営が行われることにより、そうした社会的要請にある程度対応する余地の

あることがわかった。本稿での試みはデータ面の制約があり分析内容は限られ

るが、社会的規制分野における規制改革の経済効果を定量的に捉えるための第

一歩として意義があると考える。今回の分析が社会的規制分野への株式会社等

の参入に関する議論を深めるのに役立つことが期待される。 


